
平成２５年度 

安全保障輸出管理実務能力認定試験 

（ STC Expert ） 

試験問題（貨物・技術編） 
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≪核・原子力関連資機材≫     

＜問題１＞ 

「原子炉の部分品」に関する運用通達の「輸出令別表第１中解釈を要する 

語」として、次の中から正しい組合せを１つ選びなさい。 

 

Ａ 原子炉容器、原子炉圧力容器又はその主要部分品（上部蓋を含む。） 

Ｂ 原子炉制御棒、中性子吸収部分の支持及び懸架機構、制御棒案内管 

Ｃ 炉心板、炉心支持板、炉心支持柱、燃料チャネル、炉心槽、カランドリア 

管、熱遮へい体、炉心バッフル、分散板、シュラウド、シュラウドヘッド、上 

部格子板、気水分離器、蒸気乾燥器、原子炉容器内に設置する中性子束レベル 

を決定するための中性子検出器及びその他の内部部分品 

Ｄ ジルコニウム被覆管及びその他の原子炉用ジルコニウム管（ハフニウムの 

重量がジルコニウムの重量の 500 分の１未満のジルコニウム金属又はその合 

金製のもの） 

Ｅ タービン及び発電機 

 

 

１．Ａ・Ｂ 

２．Ａ・Ｄ 

３．Ｂ・Ｄ 

４．Ｃ・Ｅ 

５．Ｄ・Ｅ 
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＜問題２＞ 

六ふっ化ウランに耐食性のある材料を用いた次の圧力計のうち絶対圧力計 

でなく、規制されていないものを１つ選びなさい。 

 

１．絶対真空を圧力ゼロの基準にした圧力指示計 

２．完全真空状態を圧力ゼロの基準にしたトランスミッタ 

３．絶対真空を圧力ゼロの基準にした隔膜式伝送器 

４．絶対真空を圧力ゼロの基準にした光電式接点付圧力計 

５．真空度を測定する圧力スイッチ 
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＜問題３＞ 

輸出令別表第１の２の項において、核兵器の起爆又は起爆試験に用いられる

貨物が規制されているが、次の中から誤っているものを１つ選びなさい。 

 
 
１．直流電源装置、真空ポンプ 

２．クライトロン、スピリトロン等の高電圧、大電流かつ高速のスイッチング 

用真空管 

３．トリガー電極付きのスパークギャップ、パルス用コンデンサ 

４．流速測定用の干渉計、マンガニン圧力ゲージ、水晶圧電型圧力センサ 

５．陽極パルス立上がり時間が１ナノ秒未満の光電子増倍管 
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≪航空宇宙関連資機材・レーダー・航法関連≫  

＜問題４＞ 

輸出令別表第１の４の項(５)、貨物等省令第３条第六号の二において、推進

薬の制御装置に使用することができるポンプに使用することができる軸受につ

いて、規制の内容が示されている。 

上記の用途に設計された軸受である下表の貨物Ａから貨物Ｅのうち、上記の項

番に該当するものの組合せとして正しいものを１つ選びなさい。 

 

     貨物名 

仕様 

貨物Ａ 貨物Ｂ 貨物Ｃ 貨物Ｄ 貨物Ｅ 

軸受の形式 

 

ラジアル

玉軸受 

ラジアル

玉軸受 

ラジアル

玉軸受 

ラジアル 

玉軸受 

ラジアル

ころ軸受

日本工業規格 

Ｂ１５１４－１号

(転がり軸受－軸受

の公差－第１部：ラ

ジアル軸受)で定め

る精度 （注） 

 

 

４級 

 

 

２級 

 

 

２級 

 

 

２級 

 

 

２級 

内輪内径 

（単位：ミリメート

ル） 

 

２５ 

 

１０ 

 

１２ 

 

４５ 

 

５０ 

外輪外径 

（単位：ミリメート

ル） 

 

５２ 

 

３５ 

 

３２ 

 

８５ 

 

９０ 

幅 

（単位：ミリメート

ル） 

 

１５ 

 

１１ 

 

１０ 

 

１９ 

 

２０ 

（注）４級より２級のほうが高精度となる。 

 

１．Ａ・Ｂ 

２．Ｂ・Ｃ 

３．Ｃ・Ｄ 

４．Ｄ・Ｅ 

５．Ｅ・Ａ 
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（参照条文・抜粋） 

※貨物等省令第３条第六号の二 

推進薬の制御装置に使用できるポンプ用に設計されたラジアル玉軸受であって、日本工業規格

Ｂ１５１４―１号（転がり軸受―軸受の公差―第１部：ラジアル軸受）で定める精度が２級以上のも

ののうち、次のイからハまでの全てに該当するもの 

 

イ  内輪内径が１２ミリメートル以上５０ミリメートル以下のもの 

ロ  外輪外径が２５ミリメートル以上１００ミリメートル以下のもの 

ハ  幅が１０ミリメートル以上２０ミリメートル以下のもの 
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＜問題５＞ 

Ａ社が製造した重力計の仕様は次のようなものである。 

①船舶搭載用（ただし、５００キログラム以上のペイロードを３００キロメー 

トル以上運搬することができるロケット又は無人航空機に対し、発射点の重 

力を初期値として与えることができる設計にはなっていない。） 

②精度は０．５ミリガル以下 

③測定所要時間は９０秒以下 

この重力計の該非判定として、次の中から正しい説明を１つ選びなさい。 

１．輸出令別表第１の４の項（１９）に該当、１０の項（１０）に該当。 

２．輸出令別表第１の４の項（１９）に該当、１０の項（１０）に非該当。 

３．輸出令別表第１の４の項（１９）に非該当、１０の項（１０）に該当。 

４．輸出令別表第１の４の項（１９）に非該当、１０の項（１０）に非該当。 

５．もし、５００キログラム以上のペイロードを３００キロメートル以上運搬 

することができるロケット又は無人航空機に搭載することが可能であるなら 

ば、輸出令別表第１の４の項（１９）に該当である。 

 

（参照条文・抜粋） 

※輸出令別表第１の４の項（１９） 

航空機搭載用又は船舶搭載用の重力計又は重力勾配計 

※貨物等省令第３条第二十号 

航空機搭載用又は船舶搭載用の重力計又は重力勾配計であって、精度が０．７ミリガル以下

のもののうち、測定所要時間が２分以内のもの（５００キログラム以上のペイロードを３００キロメ

ートル以上運搬することができるロケット又は無人航空機に使用することができるように設計した

ものに限る。）又はこれらの部分品 

※輸出令別表第１の１０の項（１０） 

重力計又は重力勾配計（４の項の中欄に掲げるものを除く。） 

※貨物等省令第９条第十二号 

重力計であって、次のいずれかに該当するもの又は重力勾配計  

イ 地上用に設計した重力計であって、静止状態において重力を測定する場合の精度が１０マ 

イクロガル未満のもの（ウォルドン型のものを除く。） 

ロ 移動体搭載用に設計した重力計であって、次の（一）及び（二）に該当するもの 

（一）静止状態において重力を測定する場合の精度が０．７ミリガル未満のもの 

（二）変動状態において重力を測定する場合の精度が０．７ミリガル未満で、かつ、測定所要時 

間が２分未満のもの  
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＜問題６＞ 

海底地層探査用のハイドロホンアレーを輸出するにあたり、貨物等省令第１

４条第六号ロの該非判定の結論として、正しいものを１つ選びなさい。 

 

＜仕様＞ 

 ハイドロホングループ：１５ｍ間隔３０チャネル 

 ア レ ー 直 径：３５ｍｍφ 

 え い 航 深 度：最大３０ｍ（最大３５ｍまで変更可能） 

 セ ン サ ー 信 号：多重化してえい航船に伝送する 

 えい航深度範囲の拡張：深度センサーを持った深度調整装置により最大３

５ｍまで調整可能 

   ヘッディングセンサー：精度の絶対値 1度 

 

１．ハイドロホングループ間隔が１２．５ｍ以上であり該当しない。 

２．アレー直径が４０ｍｍφ未満であるので該当する。 

３．えい航深度が３５ｍ以下であり該当しない。 

４．深度調整機能を持つので該当する。 

５．ヘッディングセンサーを有しているので該当する。 

   

（参照条文・抜粋） 

※貨物等省令第１４条第六号 

ロ えい航ハイドロホンアレーであって、次のいずれかに該当するもの 

（一）ハイドロホングループの間隔（隣接する２のハイドロホングループの中心間の距離をいう。以 

下この号において同じ。）が１２．５メートル未満のもの又は１２．５メートル未満に変更できるも 

の 

（二）３５メートルを超える水深で使用することができるように設計したもの又は改造できるもの 

（三）第９条第一号ロ（三）に該当するヘディングセンサーを有するもの 

（四）長軸方向に強化したアレーホースを有するもの 

（五）アレーの直径が４０ミリメートル未満のもの 

（六）削除 

（七）イ又は第９条第一号ロ（一）に該当するハイドロホンを有するもの 

※貨物等省令第９条第一号ロ（三） 

 ロ 受信機能を有するもの又はその部分品であって、次のいずれかに該当するもの 

（三）えい航ハイドロホンアレー用に設計したヘディングセンサーであって、精度の絶対値が０．５

度未満のもののうち、３５メートルを超える水深で使用することができるように設計したもの又は

３５メートルを超える水深で使用することができるように調整若しくは取り外しをすることができ

る水深測定装置を有するもの 
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≪化学製剤原料関連≫ 

＜問題７＞ 

輸出令別表第１の３の項（１）に記載されている軍用の化学製剤の原料とな

る物質又は軍用の化学製剤と同等の毒性を有する物質若しくはその原料とな

る物質として経済産業省令で定めるものについて、次のＡからＥまでのうち、

正しいものには○、誤っているものには☓を付した場合の組合せを１つ選びな

さい。 

 

Ａ  東京にあるメーカーが、海外にある子会社に、ふっ化ナトリウムの５００

ｇ入り試薬瓶を１０本、サンプルとして無償で送る場合は、「not for sale」

のラベル表示をすれば、輸出許可は不要である。 

Ｂ  大阪にあるメーカーは、トリエタノールアミンを３１％含有する調製不凍

液を個人が使用する容量の５００ｍｌの化粧缶に入れて、全国にあるガソリ

ンスタンドで製品Ｘとして販売している。来月、製品Ｘを韓国に計１トン分

（総価額５０万円分）を輸出する予定であるが、この場合、輸出許可が必要

である。 

Ｃ  硝酸ジメチルアミンを輸出する場合は、輸出許可を取得する必要はない。 

Ｄ  海外のメッキ工場向けにシアン化ナトリウムの水溶液を輸出する時に、そ

の濃度が３０．１％であったが、四捨五入すると３０％になるので、輸出許

可を取得する必要はない。 

Ｅ  海外にヘキサフルオロケイ酸ナトリウムを公式プールの消毒用に輸出する

場合は、輸出許可は不要である。  

 

 

１.Ａ○ Ｂ○ Ｃ☓ Ｄ☓ Ｅ○ 

２.Ａ○ Ｂ☓ Ｃ○ Ｄ○ Ｅ☓ 

３.Ａ☓ Ｂ☓ Ｃ☓ Ｄ☓ Ｅ○ 

４.Ａ☓ Ｂ☓ Ｃ○ Ｄ☓ Ｅ☓ 

５.Ａ☓ Ｂ☓ Ｃ☓ Ｄ☓ Ｅ☓ 
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＜問題８＞ 

次のＡからＤまでのうち、正しいものには○、誤っているものには☓を付し

た場合の組合せを１つ選びなさい。 

 

Ａ 外為令別表の３の項（１）における「使用」とは、「操作、据付（現地据付

を含む。）、保守（点検）、修理、オーバーホール、分解修理」をいう。 

Ｂ 外為令別表の３の項（１）における「使用」とは、「化学製剤及び化学物質

の化学兵器に係る取扱」をいう。 

Ｃ 外為令別表の３の項（１）では、「輸出令別表第１の３の項（１）に掲げる 

貨物の製造又は使用に係る技術」を規制している。 

Ｄ 外為令別表の３の項（１）では、「輸出令別表第１の３の項（１）に掲げる 

貨物の設計、製造又は使用に係る技術であつて、経済産業省令で定めるもの」 

を規制している。 

 

 

１.Ａ× Ｂ○ Ｃ☓ Ｄ○  

２.Ａ○ Ｂ× Ｃ○ Ｄ×  

３.Ａ☓ Ｂ× Ｃ○ Ｄ☓  

４.Ａ× Ｂ○ Ｃ× Ｄ☓  

５.Ａ○ Ｂ☓ Ｃ× Ｄ○  
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≪化学兵器製造関連資機材≫  

＜問題９＞ 

 輸出令別表第１の３の項（２）で規制されている化学兵器製造関連資機材 

について、次のＡからＥまでのうち、正しいものには○、誤っているものには

☓を付した場合の組合せを１つ選びなさい。 

 

Ａ 化学プラントなどに使用される、容器内に挿入する加熱用の電熱ヒーター 

で流体と接触する発熱体被覆材料が、ニッケル含有量が４０重量％を超えるニ 

ッケル・クロム合金であり、流体と接触する部分の表面積が０．５㎡の場合、 

この電熱ヒーターは、輸出令別表第１の３の項（２）３の熱交換器に該当する。 

Ｂ 水槽の冷却用などに使用される、投げ込み式熱交換器で、チタンコイルで 

構成されており、冷却水がコイル中に流れる構造を持ち、その表面積が１㎡の 

場合、この投げ込み式熱交換器は、輸出令別表第１の３の項（２）３の熱交換 

器に該当する。 

Ｃ 塔の内径が１ｍ、即ちその断面積が、３．１４㎡のチタン製の蒸留塔の内 

部構造物であるシーブトレー（多孔板式トレー）は、その材質が、蒸留塔と同 

じチタンの場合、蒸留塔の部分品として、輸出令別表第 1の３の項（２）４に 

該当する。 

Ｄ 火を焚く加熱炉(Furnace)の構成部位としてのコイルは、材質が、ニッケル 

含有量４０重量％を超える高ニッケル合金であり、コイル表面積が、５０㎡の 

場合、熱交換器として、輸出令別表第１の３の項（２）３の熱交換器に該当す 

る。 

Ｅ 蒸留塔の内径が２ｍ、即ちその断面積が、１２．５６㎡の蒸留塔で、塔の 

下半分の材質が、チタン、上半分の材質が、ＳＵＳ３１７Ｌの場合、この蒸留 

塔は、輸出令別表第 1の３の項（２）４に該当する。 

（備考）ＳＵＳ３１７Ｌの組成は、クロム：１８－２０％、ニッケル：１１－ 

１５％、モリブデン：３－４％、炭素：０．０３％以下、他。 

  

 

１.Ａ○ Ｂ○ Ｃ☓ Ｄ☓ Ｅ○ 

２.Ａ○ Ｂ☓ Ｃ○ Ｄ○ Ｅ☓ 

３.Ａ☓ Ｂ☓ Ｃ☓ Ｄ☓ Ｅ○ 

４.Ａ○ Ｂ☓ Ｃ○ Ｄ○ Ｅ○ 

５.Ａ☓ Ｂ○ Ｃ☓ Ｄ☓ Ｅ☓ 
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＜問題１０＞ 

輸出令別表第１の３の項(２)における部分品規制の該非判定に関する記述

について、次のＡからＥまでのうち、正しいものの組合せを１つ選びなさい。 

 

Ａ コイル式熱交換器に用いられる「コイル」であって、伝熱面積は５㎡、コ 

イルの内側はチタン合金で、外側は銅で構成されている。このコイルは、片面 

が化学製剤に対し耐食性の弱い材料であり、輸出令別表第１の３の項(２)３の 

部分品規制に非該当である。 

Ｂ 蒸留塔に用いられるチタン製で、直径が１２ｃｍの円形の「液体分配器」 

は、輸出令別表第１の３の項(２)４の部分品規制に該当する。 

Ｃ かくはん機に用いられる「ブレード」であって、全体がふっ素樹脂で加工 

されているものがある。しかし、その大きさにより容積が 20,000ℓ 未満の反応 

器に使用することができないものである場合そのブレードは、輸出令別表第１ 

の３の項(２)６の部分品規制に非該当である。 

Ｄ 輸出令別表第１の３の項(２)９の部分品ポンプの部分品規制の対象となっ 

ている「ローター」は、ポンプ用モーターの回転子ではなくギアポンプ、ベー 

ンポンプ等の容積式ポンプの回転子のことで、その回転による容積の変化によ 

り送液をするためのものである。 

Ｅ 空気中の物質を検知する装置用の「検知器」であって、農薬のパラチオン(コ 

リンエステラーゼ阻害剤)を検知することができるものがある。但し、検知は 

５分毎に行われるものであり、連続的ではないで、輸出令別表第１の３の項 

(２)１１の部分品規制に非該当である。 

 

 

１．Ａ・Ｂ 

２．Ａ・Ｄ 

３．Ｂ・Ｃ 

４．Ｂ・Ｅ 

５．Ｄ・Ｅ 
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＜問題１１＞ 

運用通達において規定されている輸出令別表第１の解釈を要する語のうち、 

輸出令別表第１の３の項の用語の解釈として、誤っている組合せを１つ選び 

なさい。 

 

Ａ ｢製造に用いられる装置｣とは、製造に用いることができる装置をいう。 

Ｂ シールレスポンプとは、２４時間連続運転した場合の内容物の漏出量が０． 

５立方センチを超えない性能を有するものをいう。 

Ｃ ｢内容物と接触するすべての部分｣とは、交換可能な部分を含み内容物と接 

触するすべての部分をいう。 

Ｄ ｢反応器｣には、バッチ式反応器、フロー式反応器、半回分式反応器が含ま 

れる。 

Ｅ 「カーボングラファイト」とは、黒鉛とプラスチックで構成され、黒鉛の 

重量が乾燥状態において、５０％以上のものをいう。 

  

 

１．Ａ・Ｂ 

２．Ｂ・Ｃ 

３．Ｃ・Ｄ 

４．Ｄ・Ｅ 

５．Ｅ・Ａ 
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≪生物兵器製造関連資機材≫  

＜問題１２＞ 

 輸出令別表第１の３の２の項（２）に関して、以下の空欄（１）から（５）  
にあてはまるものを１つ選びなさい。 

 
Ⅰ 凍結乾燥機、噴霧乾燥器とも処理能力が規定されている。 

凍結乾燥機の場合、２４時間につき（１） キログラム以上、（２） 
キログラム未満の氷を作る能力となっているが、噴霧乾燥器においては 
水分蒸発量が１時間あたり （３）キログラム以上、 （４）キログラム以

下のものとなっている。 
Ⅱ 噴霧乾燥器では製造された粒子の径が規定されている。 

噴霧乾燥器であって平均粒子径 （５）マイクロメートル以下の製品を製造

することが可能なものとなっている。 
 

 

１．（１）１０（２）１０００（３）０．４（４） ４００（５）１０ 
２．（１） ５（２） ５００（３）  １（４）１０００（５）５０ 
３．（１） １（２） ５００（３）  １（４） ５００（５）１０ 
４．（１） ５（２）１０００（３）０．４（４） ４００（５）５０ 
５．（１）１０（２）１０００（３）０．４（４）１０００（５）５０ 
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＜問題１３＞ 

次のＡからＥまでは、輸出令別表第１の３の２の項(２)における貨物の該 

非判定に関わる記述である。これらのうち、正しい組合せを１つ選びなさい。 

 

Ａ 輸出令別表第１の３の２の項(２)における貨物の規制仕様要件に『滅菌や 

殺菌ができるもの。』があります。規制対象貨物のうち、輸出令別表第１の３ 

の２の項(２)３の「遠心分離機」と同５の「凍結乾燥器」の場合は『蒸気によ 

り内部の滅菌ができるもの』が規制対象で、同４の「クロスフローろ過装置」 

と同５の２の「噴霧乾燥器」の場合は『内部の滅菌・殺菌ができるもの』と規 

定されているだけで、滅菌・殺菌の方法は特定されていない。従って、ガス滅 

菌ができるものも規制対象となる。 

Ｂ 輸出令別表第１の３の２の項(２)４の「クロスフローろ過装置」のうち逆 

浸透膜(ＲＯ膜)を用いたものは規制対象から除外されているが、ナノろ過膜 

(ＮＦ膜)、限外ろ過膜(ＵＦ膜)、精密ろ過膜(ＭＦ膜)を用いたものは規制の対 

象となる。 

Ｃ 輸出令別表第１の３の２の項(２)５と「凍結乾燥器」と、同５の２の「噴 

霧乾燥器」は、製造された生物製剤を安定的に保存するために乾燥紛体にする 

ために使用される装置である。これらの装置にたいする規制仕様要件のうち、 

生物剤の乾燥紛体化(製造)能力による規制は、時間当たりの水分蒸発量により 

設定されている。 

Ｄ 輸出令別表第１の３の２の項(２)３の「遠心分離機」における規制仕様要 

件のうち、分離処理能力による規制は、流入口における試料(懸濁液)の時間当 

たり流量により設定されている。 

Ｅ 「生物化学反応器(バイオリアクター)」は、輸出令別表第１の３の項(２) 

２「発酵槽」で該非判定しなければならない。 

 

 

１．Ａ・Ｂ 

２．Ａ・Ｃ 

３．Ｂ・Ｅ 

４．Ｃ・Ｄ 

５．Ｄ・Ｅ 
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≪先端材料関連≫   
＜問題１４＞ 

  ＡからＥまでのうち、輸出令別表第１の５の項（６）、貨物省令第４条第八 

号に該当する貨物をすべて列挙しているものを１つ選びなさい。 

 

Ａ 合金中の鉄(Fe)の含有量が重量比で 91.4%という組成で、厚さが 0.020mm の 

薄板状のアモルファス合金材料。その磁気特性は比初透磁率が 2800、飽和磁 

束密度が1.5テスラ(T)、飽和磁気歪定数が0.000035、電気機械結合係数が0.84 

である。 

Ｂ 前記 Aの貨物と同じ合金組成、磁気特性を持つアモルファス合金である。 

ただし薄板状ではなく、液体急冷法により直径が 0.10mm の線状にしたもの。 

Ｃ 合金中の鉄(Fe)の含有量が重量比で 41.3%という組成を持ち、飽和磁気歪定 

数が 0.0016 という鉄と希土類金属の金属間化合物を粉砕し、大きさが 3.0mm 

以下から 1.0mm 以上の間の粒子としたもの。 

Ｄ 十分焼鈍した状態で比初透磁率が 125,000 というニッケル(Ni)合金で、厚 

さが 0.025mm の薄板材料を、それぞれ平面が E 字形と I 字形になるように打ち 

抜き、E と I 形状のものを各 200 枚積層した後、EI の形に突き合わせて所謂 

EI コアとした鉄心。 

Ｅ ジルコニウム(Zr)、ホウ素(B)、鉄(Fe)が主成分で、鉄(Fe)の含有量が重量 

比で 88.2%の組成を持ち、厚さが 0.018mm 薄板状で、飽和磁束密度が 1.67 テ 

スラ(T)のナノクリスタル合金。 

 

 

１．Ｃ・Ｅ 

２．Ａ・Ｃ・Ｅ 

３．Ａ・Ｂ・Ｄ 

４．Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｅ 

５．Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅ 
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（参照条文・抜粋） 

※貨物等省令第４条第八号 

金属性磁性材料であって、次のいずれかに該当するもの 

イ 比初透磁率が１２０，０００以上のものであって、厚さが０．０５ミリメートル以下 

のもの 

ロ 磁歪合金であって、次のいずれかに該当するもの 

（一）飽和磁気歪が０．０００５を超えるもの 

（二）電気機械結合係数が０．８を超えるもの 

ハ ストリップ状のアモルファス合金又はナノクリスタル合金であって、次の（一）及び（二）に該当

するもの 

（一）鉄、コバルト若しくはニッケルのいずれかの含有量又はこれらの含有量の合計が全重量の７

５パーセント以上のもの 

（二）飽和磁束密度が１．６テスラ以上のものであって、次のいずれかに該当するもの 

  １ 厚さが０．０２ミリメートル以下のもの 

  ２ 電気抵抗率が２マイクロオームメートル以上のもの 
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＜問題１５＞ 

輸出令別表第１の２の項（２６）、貨物等省令第１条第三十一号で規制され 

ているジルコニウム（以下 Zr と記す）若しくはジルコニウム合金（以下 Zr 

合金と記す）の該非判定について、次のＡからＥのうち、正しい組合せを１ 

つ選びなさい。なお、輸出令別表第１の３の項、４の項には該当しないもの 

とする。 

 

Ａ ハフニウム（以下 Hf と記す。）含有量が Zr 含有量の 1/1000 の Zr 地金は 

該当である。 

Ｂ Hf 含有量が Zr含有量の 1/1000 で Zr 含有量が 60重量％の Zr合金ビレッ 

トは該当である。 

Ｃ Hf含有量がZr含有量の1/500未満のZrで厚さ0.05mmに圧延された板（箔） 

は該当である。 

Ｄ Hf 含有量が Zr 含有量の 1/500 以上で、Zr 含有量が 50 重量％未満の合金 

からなる直径１ｍｍのワイヤは該当である。 

Ｅ Hf含有量が Zr含有量の 1/100 で Zr含有量が 60重量％の合金からなる厚 

さ 0.1ｍｍ以下の板（箔）は該当である。 

 

 

１．Ａ・Ｂ 

２．Ｂ・Ｃ 

３．Ｃ・Ｄ 

４．Ｄ・Ｅ 

５．Ｅ・Ａ 

 

 

（参照条文・抜粋） 

※貨物省令第１条三十一号 

ジルコニウム若しくはジルコニウム合金（ジルコニウムの含有量が全重量の 50％を超えるものに

限る。）の地金若しくはくず若しくはジルコニウム化合物（ハフニウムの含有量がジルコニウムの

含有量の 500 分の１未満のものに限る。）又はこれらの半製品若しくは一次製品（厚さが 0.1 ミリメ

ートル以下のはくを除く。） 
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＜問題１６＞ 

貨物等省令第１条第二十二号ハにおいて、「引張強さが２０度の温度におい

て１，９５０メガパスカル以上となるもののうち、寸法の最大値が７５ミリメ

ートルを超える」マルエージング鋼は、ガス遠心分離機のロータに用いられる

構造体として規制の対象となっている。次の中から正しいものを１つ選びなさ

い。 

 

１．熱処理前で、引張強さが２０度の温度において１，９５０メガパスカル未 

満のものは、規制の対象とならない。 

２．製造業者が発行する技術資料等により熱処理を行った場合に、引張強さが 

１，９５０メガパスカル以上となることを製造業者が保証するものであること 

が明記されていたが、測定を行った結果、引張強さが１，９５０メガパスカル 

未満であったので、規制の対象にはならない。 

３．１辺が６０ミリメートルの正方形で板厚が１０ミリメートルのものは、規 

制の対象にならない。 

４．熱処理前で、引張強さが２０度の温度において１，９５０メガパスカル未 

満であっても、製造業者が発行する技術資料等により、熱処理を行った場合に 

引張強さが１，９５０メガパスカル以上となることを製造業者が保証するもの 

であれば、規制の対象となる。 

５．ガス遠心分離機のロータとしては、回転胴のみが規制の対象であり、ロー 

タ鏡板等は規制の対象にはならない。 
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≪材料加工関連≫ 

＜問題１７＞ 

輸出令別表第１の４の項（５）及び６の項（１）で規制される軸受につい 

て、次のＡからＥまでのうち、誤っている説明の組合せを１つ選びなさい。 

 

Ａ 精度がＪＩＳ４級の玉軸受で、内輪及び外輪の材料がモネル製で転動体（玉） 

の材料がベリリウム製のものは、貨物等省令第５条第一号イで規制される。 

Ｂ 転がり軸受の一部品である転動体（玉）であって、精度がＩＳＯ ３２９０

で定められたグレード５を超え、かつ、その材料がセラミックのものは、貨

物等省令第５条第一号で規制される。 

Ｃ ベリリウム合金を使用したころ軸受（ただし、円すいころ軸受を除く。）で 

精度がＪＩＳ４級以上のものは、貨物等省令第５条第一号イで規制される。 

Ｄ 精度がＪＩＳ２級で内輪内径寸法が１５ｍｍ、外輪外径寸法が５０ｍｍ、 

幅寸法が１２ｍｍの各寸法を持つ推進薬制御装置のポンプ用に設計されたア 

ンギュラ―玉軸受は、貨物等省令第３条第六号の二で規制される。 

Ｅ 転がり軸受の部分品には、通常の部分品や附属装置の解釈である「他の用

途に用いることができるものは除く。」が適用され、輸出令別表第１の６の項

（１）で規制される軸受の部分品は除外される。 
 

 

１．Ａ・Ｂ    

２．Ｂ・Ｃ    

３．Ｃ・Ｄ    

４．Ｄ・Ｅ    

５．Ｅ・Ａ    

 

 



20 
 

＜問題１８＞ 

 円筒研削盤の該非判定について、正しい説明を１つ選びなさい。 

 

１．円筒研削盤であれば、一般的にマシニングセンタや旋盤よりも高精度の加 

工ができるので、すべて輸出令別表第１の２の項（１２）、貨物等省令第１条 

第十四号ハに該当する。 

２．円筒研削盤は、ミサイルの先端表面を高精度に加工することにより大量破 

壊兵器の製造に用いることができる工作機械であるので、すべて輸出令別表第 

１の２の項（１２）、貨物等省令第１条第十四号ハに該当する。 

３．輪郭制御をすることができる直線軸が砥石台送りとテーブル送りの２軸よ 

りなる円筒研削盤で、砥石台の直線軸の全長について測定したときの位置決め 

精度が０．００３５ｍｍで、輸出令別表第１の２の項（１２）、貨物等省令第 

１条第十四号ハの（四）と（五）の除外規定にも該当しない場合、輸出令別表 

第１の２の項（１２）、貨物等省令第１条第十四号ハに該当する。 

４．長さが１００ｍｍまでの小さな円筒工作物しか研削できないＸ軸、Ｚ軸及 

びＣ軸のみを有する小型円筒研削盤ではあるが、砥石台の直線軸の位置決め 

精度が０．００３５ｍｍと精度が良いので、輸出令別表第１の２の項（１２）、 

貨物等省令第１条第十四号ハに該当する。 

５．輪郭制御をすることができる直線軸が砥石台送りとテーブル送りの２軸よ 

りなる研削盤で、砥石台送りの直線軸の位置決め精度が０．００３５ｍｍと非 

常に良いが、テーブル送りの直線軸の全長について測定したときの位置決め精 

度が０．００５１ｍｍと悪いので、輸出令別表第１の２の項（１２）、貨物等 

省令第１条第十四号ハに非該当である。 
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＜問題１９＞ 

輸出令別表第１で規制されるスピニング加工機について、次の中から正しい

説明を１つ選びなさい。 

 

１．絞りスピニング加工の機能を有するしごきスピニング加工機は、輸出令別 

表第１の規制から除外される。 

２．輸出令別表第１で規制されるしごきスピニング加工機及び絞りスピニング 

加工機の規制要件には、数値制御装置又は電子計算機によって制御することが 

できること、が含まれる。 

３．輸出令別表第１で規制されるしごきスピニング加工機の規制の要件の一つ 

は、数値制御装置又は電子計算機によって制御することができるもののうち、 

ローラの数が２以上のものである。 

４．輸出令別表第１で規制されるしごきスピニング加工機の部分品は、内径が 

７５ミリメートル超４００ミリメートル未満の円筒形のロータを成形するこ 

とができるように設計したマンドレルのみである。 

５．数値制御装置又は電子計算機によって制御することができる絞りスピニン 

グ加工機のうち、輪郭制御をすることができる軸数が３以上で、ローラの加圧 

力が６０キロニュートン以下のものは輸出令別表第１の規制条件に該当する。 
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＜問題２０＞ 

輸出令別表第１の２の項（１２）、６の項（６）で規制される測定装置につ

いて、正しい記述はいくつあるか答えなさい。 

 

Ａ 線形電圧差動変圧器を用いた測定システムを利用した表面粗さ計は、直線 

性などにより、貨物等省令第１条第十七号ロ（二）で規制される。 

Ｂ 直線上の変位を測定する寸法測定システムに渦電流センサーを用いたもの 

は、被測定物の材質の変化で測定値が変わるため機械加工現場で使用に制限

があるので規制対象ではない。 

Ｃ 手動の座標測定機であっても電子計算機を用いたものは輸出令別表第１の 

２の項（１２）、６の項（６）の規制対象である。 

Ｄ 座標測定機は輸出令別表第１の２の項（１２）、及び６の項（６）で規制さ 

れる。いずれの項でも規制に対する該非は実測値で判断しなければならない。 

Ｅ 光の散乱を角度の関数として処理する事により表面粗さを測定するものは、 

非接触測定であるが直線上の変位を測定できないので規制対象ではない。 
 
 
１．０個    
２．１個    
３．２個    
４．３個    
５．４個    
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＜問題２１＞ 

  次の説明文は輸出令別表第１の中に表れるロボットに関する規制の背景説

明である。以下の中から誤っている説明を１つ選びなさい。 

 

１．宇宙空間で稼働できるロボットは規制対象となり、直接的には高度に関す

る仕様で規制対象を決めている。具体的には６の項（７）関連の貨物等省令

にて高度３００００ｍ以上で使用することができるロボットを規制対象とし

ている。 

２．火災現場、核爆発現場などの異常環境下で稼働できるロボットは規制対象

となる。具体的には１４の項の規制がこれに当たり、関連の貨物等省令にて

高温環境下で使用可能な油圧ロボットと耐電磁パルス仕様のロボットが規制

対象とされている。 

３．軍需工場で使用されることを想定したロボットは規制対象となる。高性能

火薬や化学兵器工場等で使用できる防爆型ロボットや、核兵器材料工場等で

使用できる耐放射線型ロボットが６の項関連の貨物等省令にて規制されてい

る。 

４．軍事用途に使用される特殊作業能力を持つロボットは、規制対象となる。

１２の項関連の貨物等省令にて機雷除去などに使用可能な水中ロボットと不

整地における対人地雷除去ロボットが規制対象として明記されている。 

５．高い性能を持つ軍事用ロボットを想定して６の項関連の貨物等省令にて、

実時間三次元の画像処理・解析能力を備えたロボットが規制対象となってい

る。定量的な規制仕様が明記されておらず判断基準はあいまいであるが、日々

進歩し続けるロボット技術において、この規定の存在は注意しておく必要が

ある。 
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≪エレクトロニクス関連≫  

＜問題２２＞ 

カスタム集積回路の該非判定について、正しいものを１つ選びなさい。 

 

１．「軍用車両専用」の「カスタム集積回路」との情報は入手したが、詳細な機  

能が入手できないため、貨物等省令第６条第一号リの「カスタム集積回路」 

として判定する。 

２．「軍用車両専用」の「カスタム集積回路」との情報は入手したが、詳細な機 

能が入手できないため、輸出令別表第１の１の項（７）「軍用車両若しくはそ 

の附属品若しくは軍用仮設橋又はこれらの部分品」及び貨物等省令第６条第 

一号イ、ロ及びリで判定する。 

３．「軍用車両専用」の「カスタム集積回路」との情報は入手したが、詳細な機 

能が入手できないため、貨物等省令第６条第一号イ、ロ及びリで判定する。 

４．「軍用車両専用」の「カスタム集積回路」との情報は入手したが、詳細な機 

能が入手できないため、輸出令別表第１の１の項（７）「軍用車両若しくはそ 

の附属品若しくは軍用仮設橋又はこれらの部分品」で判定する。 

５．「軍用車両専用」の「カスタム集積回路」との情報は入手したが、詳細な機 

能を入手できないため、集積回路の項番である、輸出令別表第１の７の項（１） 

で該当と判定する。 
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＜問題２３＞ 

  以下のイオン注入装置について、ＡからＥまでのうち、輸出令別表１の７ 

の項（１６）、貨物等省令第６条第十七号ロに該当する組合せを１つ選びなさ 

い。なお、ＡからＥまでの装置（貨物）は全て使用する条件に最適化したも 

のとする。また、各使用条件（性能）は全て同時に実現可能な内容とする。 

 

注入物質
最大ビームエネル
ギー[キロ電子ボル

ト]

最大ビーム電流[ミリ
アンペア]

基板加熱機能

Ａ シリコン ２５ １５
８００℃まで加熱可

能

Ｂ
リン、ホウ素及びヒ

素
１０ ５

なし（基板冷却機能
有）

Ｃ 酸素 ８０ ６０
２００℃まで加熱可

能

Ｄ 水素 ３０ ２０
なし（基板冷却機能

有）

Ｅ 水素 １５ ２０
２００℃まで加熱可

能

最適化された使用条件（性能）

装置

 
 
１．Ａ・Ｂ 
２．Ｂ・Ｃ 
３．Ｃ・Ｄ 
４．Ｄ・Ｅ 
５．Ｅ・Ａ 
 

（参照条文・抜粋） 

※貨物等省令第６条十七号ロ 

ロ イオン注入装置であって、次のいずれかに該当するもの 

（一）削除 

（二）水素、重水素又はヘリウムを注入する場合において、ビームエネルギーが２０キロ電子ボル  

ト以上、かつ、ビーム電流が１０ミリアンペア以上で作動するように設計し、最適化したもの 

（三）直接描画を行うことができるもの 

（四）加熱された半導体材料の基板へ酸素を注入する場合において、ビームエネルギーが６５キ 

ロ電子ボルト以上、かつ、ビーム電流が４５ミリアンペア以上のもの 

（五） ６００度以上の温度に加熱された半導体材料の基板へシリコンを注入する場合において、 

ビームエネルギーが２０キロ電子ボルト以上、かつ、ビーム電流が１０ミリアンペア以上で作 

動するように設計し、最適化したもの 
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＜問題２４＞ 

輸出令別表第１の２の項に該当しない汎用設計の超電導電磁石は輸出令別

表第１の７の項（５）の当該貨物の規定に基づいて該非判定を行うが、医療用

の磁気共鳴イメージング装置に用いるように設計した超電導電磁石は、「他の

装置」に使用するように設計したものとして専用設計品の判定を行う。その基

準となる運用通達の解釈について、次の記述のうち、正しいものを１つ選びな

さい。 

 

１．輸出令別表第１の１の項から１５の項までの中欄のいずれかに掲げられた 

貨物に使用するように特別に設計したもの又はこれと同じ機能特性のものは、 

輸出令別表第１の当該貨物の規定に基づいて判定するものとする。ただし、プ 

ログラムの変更が可能なものを除く。 

２．輸出令別表第１の１の項から４の項までの中欄に掲げられた貨物に使用す 

るように特別に設計したもの又はこれと同じ機能特性のものは、輸出令別表第 

１の当該貨物の規定に基づいて判定するものとする。 

３．輸出令別表第１の１の項から１５の項までの中欄のいずれかに掲げられた 

貨物に使用するように特別に設計したものは、輸出令別表第１の当該貨物の規 

定に基づいて判定するものとする。 

４．輸出令別表第１の１の項から１５の項までの中欄のいずれかに掲げられた 

貨物に使用するように設計されたものは、輸出令別表第１の当該貨物の規定 

に基づいて判定するものとする。ただし、輸出令別表第１の１の項から１５ 

の項までの中欄のいずれかに掲げられた貨物であるか否かを判断できない場 

合は、貨物等省令第６条第一号に基づいて判定するものとする。 

５．輸出令別表第１の１の項から１５の項までの中欄のいずれかに掲げられた 

貨物に使用するように特別に設計したもの又はこれと同じ機能特性のものは、 

輸出令別表第１の当該貨物の規定に基づいて判定するものとする。 
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＜問題２５＞ 

貨物等省令第６条第十三号の信号発生器の判定について、正しい説明の組合

せを１つ選びなさい。 

 

Ａ 周波数シンセサイザーを用いた信号発生器であって、最大合成出力周波数 

が規制値に達していても、航空機搭載用の距離測定装置を試験するために専 

用設計された信号発生器は、貨物等省令第６条第十三号の判定対象外である。 

Ｂ 周波数シンセサイザーを用いた信号発生器であって、単側波帯位相雑音が  

規制値に達していれば、医療用に設計された装置に組込まれているものも、 

貨物等省令第６条第十三号の判定対象である。 

Ｃ 貨物等省令第６条第十三号で判定する信号発生器は、周波数シンセサイザ 

ーを用いた標準信号発生器（SIN 波）のみが対象であり、デジタル信号や三角 

波などを発生する任意波形発生器は対象外である。 

Ｄ マイクロ波用機器やミリ波用機器のクロック信号を発生させる周波数シン 

セサイザーを用いた組立品は、貨物等省令第６条第十三号の判定対象である。 

Ｅ 貨物等省令第６条第十三号の信号発生器では、合成出力周波数以外にも、 

規制項目として、パルス幅、パルスのオン・オフ比、出力電力、周波数切換 

え所要時間、単側波帯位相雑音が数値規制されている。 

 

 

１．Ａ・Ｂ 

２．Ｂ・Ｃ 

３．Ｃ・Ｄ 

４．Ｄ・Ｅ 

５．Ｅ・Ａ 
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≪コンピュータ関連≫  

＜問題２６＞ 

輸出令別表第１の８の項と外為令別表の８の項に関し、次のＡからＥまでの

うち、正しいものに○、誤っているものに×を付した場合の組合せを１つ選び

なさい。 

 

Ａ 加重最高性能が４．０実効テラ演算のデジタル電子計算機は該当である。 

Ｂ 加重最高性能が４．０実効テラ演算のデジタル電子計算機を使用するため   

 に設計したプログラムは該当である。 

Ｃ 加重最高性能が４．０実効テラ演算のデジタル電子計算機の使用に必要な 

技術（プログラムを除く）は該当である。 

Ｄ 加重最高性能が０．３実効テラ演算のデジタル電子計算機を製造するため 

に設計したプログラムは該当である。 

Ｅ 加重最高性能が０．３実効テラ演算のデジタル電子計算機の製造に必要な 

技術（プログラムを除く）は該当である。 

 

 

１．Ａ○ Ｂ○ Ｃ○ Ｄ○ Ｅ○ 

２．Ａ○ Ｂ× Ｃ○ Ｄ○ Ｅ○ 

３．Ａ○ Ｂ× Ｃ× Ｄ○ Ｅ× 

４．Ａ× Ｂ× Ｃ○ Ｄ× Ｅ○ 

５．Ａ× Ｂ○ Ｃ× Ｄ○ Ｅ× 
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＜問題２７＞ 

輸出令別表第１の８の項の電子計算機の使用環境温度に関する規制につい

て、これに該当しないことを確認するのはどうすればよいか。次の中から１つ

選びなさい。 

     

１．輸出する電子計算機そのもので動作試験を行い、規制温度範囲で正常動作 

しないことを確認しなければならない。 

２．輸出する電子計算機と同じ型番のもので動作試験を行い、規制温度範囲で 

正常動作しないことを確認しなければならない。 

３．メーカーの設計意図（カタログや仕様書で示される値）を確認し、かつ 輸 

出する電子計算機そのもので動作試験を行い、規制温度範囲で正常動作しない 

ことを確認しなければならない。 

４．メーカーの設計意図（カタログや仕様書で示される値）を確認し、かつ、 

輸出する電子計算機と同じ型番のもので動作試験を行い、規制温度範囲で正常 

動作しないことを確認しなければならない。 

５．メーカーの設計意図（カタログや仕様書で示される値）を確認し、規制温 

度範囲で正常動作することを保証していないことを確認しなければならない。 
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＜問題２８＞ 

６４ビットの浮動小数点乗加算演算を、１秒間に１０億回実行するベクトル 

プロセッサの加重最高性能（APP）はいくらか答えなさい。なお、ＷＴとは 
Weighted TeraFLOPS をいう。 
 

 

 

１．０ＷＴ 

２．０．０００３ＷＴ 

３．０．０００６ＷＴ 

４．０．０００９ＷＴ 

５．０．００１８ＷＴ 
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≪通信・情報セキュリティ関連≫  

＜問題２９＞ 

 次のＡからＥのうち、輸出令別表第１の９の項（７）「暗号装置又はその部

分品」に該当となる組合せを１つ選びなさい。 

 

Ａ 秘密保護機能を有する情報通信システム 

Ｂ 暗号解析を行うように設計した装置 

Ｃ 輸出令別表第１の９の項（７）に該当する貨物の製造用の装置 

Ｄ 特定銀行の銀行業務に使用するように設計した暗号装置で、市販していな 

いもの 

Ｅ まだ市販されていない無線ＬＡＮアクセスポイント（鍵長１２８ｂｉｔの 

対象暗号アルゴリズムＡＥＳを用いている）の装置であって、８以上のデバ 

イスに相互接続することができないものであって、当該暗号標準に係る暗号 

機能を使用して通信を行うことができる範囲が１００ｍ以下に限定されてい 

るもの 

 

 
１．Ａ・Ｂ 

２．Ｂ・Ｃ 

３．Ｃ・Ｄ 

４．Ｂ・Ｅ 

５．Ｄ・Ｅ 
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＜問題３０＞ 

輸出令別表第１の９の項（７）、貨物等省令第８条第九号及び第九号の二

の暗号装置及び外為令別表の９の項（１）、貨物等省令第２１条第１項に関

連するＡからＤの記述において、正しいものに○、誤っているものに☓を付

した場合の組合せを１つ選びなさい。 

 

Ａ 衛星航法システムからの電波を受信する装置であって、衛星航法システム 

で用いられる暗号化された信号又はデータにアクセスするための暗号の復号 

機能を有するものは、民生用のものを含め輸出令別表第１の４の項と１１の項 

で規制される。 

Ｂ 民生用の携帯電話機端末で非該当となる条件の一つに、「無線ネットワー 

ク制御装置、基地局制御装置その他の無線アクセスネットワーク装置を経由し 

て暗号化されたデータを伝達することができないもの」がある。通常、市販さ 

れているスマホは、この条件を満たしている。 

Ｃ 暗号機能が内在しているが、使用者がその暗号機能を使用することができ 

ない装置がある。ただし、非公開ではあるが、製造者は当該暗号機能の使用可 

否を変更できる仕様になっている。この装置は、貨物等省令第８条第九号ヨ（一） 

「当該暗号機能を使用することができないもの」の適用はできず、該当の暗号 

装置である。 

Ｄ ある顧客に、９の項（７）該当貨物専用に設計したプログラムのオブジェ 

クトコードを当該貨物にインストールし提供する。この取引ではソースコード 

を提供しないが、後日、海外の協力会社に新規開発のため本ソースコードを提 

供する予定がある。オブジェクトコードを提供する取引に特例（貿易外省令第 

９条第２項第十四号ハ）の適用を検討したが、「いかなる形でもソースコード 

が提供されない」とあるので、適用不可と判断した。 

 

 

１．Ａ○ Ｂ☓ Ｃ☓ Ｄ○ 

２．Ａ○ Ｂ☓ Ｃ○ Ｄ☓ 

３．Ａ☓ Ｂ○ Ｃ○ Ｄ☓ 

４．Ａ☓ Ｂ○ Ｃ☓ Ｄ○ 

５．Ａ☓ Ｂ☓ Ｃ☓ Ｄ☓ 

 

 

 

 

 

 

  



33 
 

＜問題３１＞ 

外為令別表の９の項（２）、貨物等省令第２１条第２項の規制について、次

のＡからＥまでのうち、正しい組合せを１つ選びなさい。 

 

Ａ  プログラムの交換により、マルチモードの動作が可能となるように、その

信号受信機能が変更可能なデジタルセルラー無線通信に用いる無線基地局受

信装置の設計に係るプログラムは、外為令別表の９の項（２）の技術として

該当である。 

Ｂ  貨物等省令第２１条第２項第三号の二に該当する技術（プログラムを除く。） 

を支援するために設計したプログラムは、外為令別表の９の項（２）の技術と 

して該当である。 

Ｃ  レーザーを用いた通信技術であって、信号を自動的に受信及び追跡し、か 

つ大気圏外との通信を行うことができる（水中との通信はできない）ものの設 

計に係る技術（プログラムを除く。）は、外為令別表の９の項（２）の技術と 

して該当である。 

Ｄ  人工衛星に搭載することができるように設計した伝送通信装置を設計する 

ためのプログラムは、外為令別表の９の項（２）の技術として該当である。 

Ｅ  伝送通信装置の設計に係る技術（プログラムを除く。）であって、周波数ホ 

ッピングの設計に係るものは、外為令別表の９の項（２）の技術として該当で 

ある。 

 

 

１．Ａ・Ｂ 

２．Ｂ・Ｃ 

３．Ｃ・Ｄ 

４．Ｄ・Ｅ 

５．Ｅ・Ａ 
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（参照条文・抜粋） 

※貨物等省令第２１条第２項 

外為令別表の９の項（２）の経済産業省令で定める技術は、次のいずれかに該当するものとす

る。 

一 削除 

二 第８条第一号、第二号、第四号から第七号まで又は第八号の二のいずれかに該当する貨物

の有する機能と同等の機能を提供するために設計したプログラム 

三 削除 

三の二 伝送通信装置又は電子式交換装置であって、ロ（一）若しくは（五）若しくはニ（一）に該当

するものを設計するためのプログラム又は次のいずれかに該当するものの設計若しくは製

造に必要な技術（プログラムを除く。） 

イ～ヘ （略） 

四 削除 

五 人工衛星に搭載することができるように設計した伝送通信装置の設計又は製造に必要な技

術（プログラムを除く。） 

六 レーザーを用いた通信技術であって、信号を自動的に受信及び追跡し、かつ、大気圏外又は

水中との通信を行うことができるものの設計又は使用に係る技術（プログラムを除く。） 

七 削除 

八 削除 

九 削除 

十 削除 

十一 プログラムの交換により、マルチバンド、マルチチャンネル、マルチモード、マルチコーディ

ングアルゴリズム又はマルチプロトコルの動作が可能となるように、その信号受信機能が変

更可能なデジタル方式のセルラー無線通信に用いる無線基地局受信装置の設計に係る技

術（プログラムを除く。） 

十二 削除 

十三 削除 

十四 伝送通信装置の設計に係る技術（プログラムを除く。）であって、スペクトル拡散（周波数ホ

ッピングを含む。）の設計に係るもの 

十五 第三号の二、第五号、第六号、第十一号又は前号のいずれかに該当する技術（プログラム

を除く。）を支援するために設計したプログラム 
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≪センサー・レーザー関連≫  

＜問題３２＞ 

A 社は新しい S 帯の空港監視レーダー注)（最大探知距離 80NM（ノーチカル

マイル）≒148km）を開発しました。このレーダーには、隣接空港レーダー

（自局の近くにある空港のレーダー）のデータをネットワーク経由で入力する

ことが出来、その場合自局のレーダーで捉えた目標のデータと隣接空港レーダ

ー（最大探知距離 80NM）で捉えた同一目標のデータをフュージョン処理す

ることで目標の測位誤差を改善する能力を持っています。当該データフュージ

ョン処理は、目標を追尾予測する技術を利用しており、同一目標について２つ

の空港監視レーダーから目標のデータが入力された後、2 秒以内に処理できる

能力があります。 
この新しいレーダーの該否判定として次の中から正しいものを１つ選びな

さい。 

 
１．レーダー単独で使う時より性能向上することを目的とした技術を含んでい 
るため該当である 

２．最大探知距離が 148km であるため非該当である 
３．データフュージョンが 2 秒以内で処理出来る技術を備えているため該当で 
ある 

４．データフュージョンを行うため目標の追尾機能を備えているので該当であ 
る 

５．隣接空港レーダーと当該レーダーとの互いの距離が 1500m を超える場合に 
は該当となる。 

 
注) 本空港監視レーダーの性能条件 

航空管制用の本空港監視レーダーはファンビームパターンの空中線を使用するため目標の

高度測定は出来ません。また空中線の回転数は毎秒 15 回転です。 

送信周波数は 2700～2900MHz の中で指定される 1 波とします。 

また、同調可能な帯域の幅は中心周波数の 12.5％を超えません。 

スペクトル拡散、周波数アジリティ技術は使用しておりません。 

パルス圧縮技術は使用しますが圧縮比、パルス幅共に省令の規定を超えず非該当です。 

 
（参照条文・抜粋） 

※貨物等省令第９条第十三号 

レーダーであって、次のいずれかに該当するもの又はその部分品（二次監視レーダー、民生用

自動車レーダー、気象レーダー、国際民間航空機関の定める標準に準拠した精測進入レーダー

及びこれらの部分品（レーダーの部分品であって航空管制用の表示装置を含む。）を除く。）  

イ ４０ギガヘルツ以上２３０ギガヘルツ以下の周波数範囲で使用することができるレーダーであ

って、次のいずれかに該当するもの。 

（一）平均出力が 100 ミリワットを超えるもの 

（二）距離の位置精度が１メートル以下であって、方位角の位置精度が 0.2 度以下のもの 
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ロ 同調可能な帯域の幅が中心周波数の１２．５パーセントを超えるもの 

ハ ３以上の搬送周波数を同時に使用することができるもの 

ニ 合成開口レーダー、逆合成開口レーダー又は側方監視レーダーとして使用することができる 

もの 

ホ 電子的に走査が可能なアレーアンテナを組み込んだもの 

ヘ 目標の高度を測定することができるもの 

ト 気球又は航空機に搭載するように設計したものであって、移動する目標を検出するためにドッ

プラー効果を利用するもの 

チ 次のいずれかの技術を利用するもの 

（一）スペクトル拡散 

（二）周波数アジリティー 

リ 地上用のものであって、計測距離が１８５キロメートルを超えるもの（漁場監視レーダー、航空

管制用に設計した地上レーダー及び気象用気球追尾レーダーを除く。） 

ヌ レーザーレーダー（ライダーを含む。）であって、次のいずれかに該当するもの 

（一）宇宙用に設計したもの 

（二）ヘテロダイン検波又はホモダイン検波の技術を利用し、かつ、角度分解能が２０マイクロラジ

アン未満のもの 

（三）航空機を使用して測深による沿岸測量を実施するように設計したものであって、国際水路機

関が定める水路測量に係る基準に照らして十分な精度を有し、かつ、４００ナノメートル超６０

０ナノメートル以下の波長範囲で使用する１以上のレーザー発振器を用いるもの 

ル 次のいずれかに該当するパルス圧縮技術を利用するもの 

（一）パルス圧縮比が１５０を超えるもの 

（二）パルス幅が２００ナノ秒未満のもの 

ヲ 次のいずれかに該当するデータ処理技術を利用するもの 

（一）自動目標追尾の技術であって、次回のアンテナビームが通過する時点より先の時点におけ

る目標の未来位置を予測することができるもの（衝突防止用のものであって、航空管制用、

船舶搭載用又は港湾用のものを除く。） 

（二）削除 

（三）第十三号ヘ又はリに該当する１のレーダーを単独で使用するときよりも性能が向上するよう、

互いの距離が 1,500 メートル以上離れている 2 以上のレーダーから得られる目標データの重

ね合わせ、相関又はデータフュージョンを６秒以内で行う技術（海上交通管制用のものを除

く。） 

（四）第十三号ヘ又はリに該当する 1 のレーダーを単独で使用するときよりも性能が向上するよう、

車両、船舶、航空機又は人工衛星その他の宇宙開発用の飛しょう体に搭載したレーダーを

含む 2 以上のレーダーから得られる目標データの重ね合わせ、相関又はデータフュージョン

を６秒以内で行う技術（海上交通管制用のものを除く。） 
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＜問題３３＞ 

貨物等省令第９条第三号ホに該当するフォーカルプレーンアレーを組み込

んだカメラがある。当該カメラに関する輸出令別表第１の１０の項（４）、貨

物等省令第９条第八号イ（二）の該非判定について、次の中から正しいものを

１つ選びなさい。ただし、当該カメラは、輸出令別表第１の１から１５までの

項において、他に該当する項目はないものとする。 

 

１．当該フォーカルプレーンアレーの価額が当該カメラの価額の所定の割合 

（10％）を超えなければ、運用通達の規定によって当該項目に該当しない。 

２．当該フォーカルプレーンアレーの熱型でない検出素子が、１次元に12を超 

えて配列されたものでなければ、用途を問わず運用通達の規定によって当該 

項目に該当しない。 

３．当該フォーカルプレーンアレーの熱型の検出素子が、９ヘルツ超のフレー 

ムレートであっても、瞬時視野が１画素当たり所定の値（10ミリラジアン） 

以上であれば、運用通達の規定によって当該項目に該当しない。 

４．テレビジョンカメラ又はビデオカメラであって、テレビジョン放送用に設 

計されたものであれば、運用通達の規定によって当該項目に該当しない。 

５．民生用の所定の総重量（３トン）未満の乗用車に組み込むために設計した 

カメラであれば、車両から取り外された場合には機能しないようにするため 

の機構の有無に無関係に、運用通達の規定によって当該項目に該当しない。 

 

 

（参照条文・抜粋） 

※貨物等省令第９条第八号 

高速度の撮影が可能な映画撮影機、機械式のカメラ若しくはストリークカメラ若しくは電子式の

カメラ又はこれらの部分品であって、次のいずれかに該当するもの（第１１条に該当するものを除

く。） 

イ 次のいずれかに該当するもの 

（二） 第三号ホに該当するフォーカルプレーンアレーを組み込んだものであって、次のいずれか

に該当するもの 

１ 水中用に設計していないもの 

２ 水中用に設計したもの 
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＜問題３４＞ 

１，０６４ｎｍの波長で発振する１パルス当たり１．５ジュール、パルス幅

１０ナノ秒、パルス繰り返し数１０ＰＰＳのパルス励起、Ｑスイッチ付き単一

横モードのＮｄ：ＹＡＧ固体レーザー発振器（ネオジムを添加した固体レーザ

ー発振器であり、ネオジムガラスレーザー発振器ではない。また、モード同期

を用いたものではない。）を実験用として米国に輸出販売する場合、次の中か

ら正しいものを１つ選びなさい。 
なお、平均出力は、ジュールで表した総レーザー出力エネルギーを秒で表し

た一連の連続するパルスが放射される時間で除したものをいう。一連の一定間

隔で放射されるパルスにあっては、単一パルスにおけるジュールで表した総レ

ーザー出力エネルギーに、ヘルツで表したパルス周波数を乗じたものをいう。 
ピーク出力は、パルス幅において得られた出力のうち最大の出力をいう。 

 
１．貨物等省令第１条第三十六号ト（一）又は第９条第十号ロ（六）２一に該 
当するレベルにあるが、用途は実験用なので、いずれにも非該当である。 

２．用途に関係なく、貨物等省令第１条第三十六号ト（一）及び第９条第十号 
ロ（六）２一のいずれにも非該当である。 

３．貨物等省令第１条第三十六号ト（一）に非該当であり、第９条第十号ロ（六） 
２一イに該当である。 

４．貨物等省令第１条第三十六号ト（一）１に該当であり、第９条第十号ロ（六） 
２一に非該当である。 

５．貨物等省令第１条第三十六号ト（一）１及び第９条第十号ロ（六）２一ロ 
のいずれにも該当である。 
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（参照条文・抜粋） 

※貨物等省令第１条第三十六号ト 

 １，０００ナノメートル超１，１００ナノメートル未満の波長範囲で用いるように設計したネオジムを

添加した固体レーザー発振器であって、次のいずれかに該当するもの（ネオジムガラスレーザ

ー発振器を除く。） 

 （一） パルス励起及びキュースイッチを用いたものであって、１ナノ秒以上のパルス幅のパルス

を発振するもののうち、次のいずれかに該当するもの 

  １ 単一横モードのパルスを発振するものであって、平均出力が４０ワットを超えるもの 

  ２ 多重横モードのパルスを発振するものであって、平均出力が５０ワットを超えるもの 

 

※貨物等省令第９条第十号ロ（六） 

 ９７５ナノメートル超１，１５０ナノメートル以下の波長範囲で使用するように設計したものであっ

て、次のいずれかに該当するもの 

 １ （略） 

 ２ １ナノ秒以上1マイクロ秒以下のパルス幅のパルスを発振するもであって、次のいずれかに 

該当するもの 

  一 単一横モードで発振するものであって、次のいずれかに該当するもの 

    イ ピーク出力が１００メガワットを超えるもの 

    ロ 平均出力が２０ワットを超えるものであって、最大パルス繰り返し周波数が１キロヘルツ 

以下になるように設計したもの 

    ハ ウォールプラグ効率が１２パーセントを超えるものであって、平均出力が１００ワットを超 

えるもののうち、パルス繰り返し周波数が１キロヘルツを超えて作動するもの 

    ニ 平均出力が１５０ワットを超えるものであって、パルス繰り返し周波数が１キロヘルツを 

超えて作動するもの 

    ホ １パルス当たり２ジュールを超えるパルスを発振するもの 

  二 多重横モードで発振するものであって、次のいずれかに該当するもの 

    イ ピーク出力が４００メガワットを超えるもの 

ロ ウォールプラグ効率が１８パーセントを超えるものであって、平均出力が５００ワットを超

えるもの 

    ハ 平均出力が２キロワットを超えるもの 

    ニ １パルス当たり４ジュールを超えるパルスを発振するもの 

 ３ （略） 

 

 

  



問題文中で使用される用語・略称について 

外為法 外国為替及び外国貿易法 

輸出令 輸出貿易管理令 

外為令 外国為替令 

貨物等省令 輸出貿易管理令別表第１及び外国為替令別表の規定に基づき貨物又は技術

を定める省令 

貿易外省令 貿易関係貿易外取引等に関する省令 

核兵器等開発等省

令 

輸出貨物が核兵器等の開発等のために用いられるおそれがある場合を定め

る省令 

通常兵器開発等省

令 

輸出貨物が輸出貿易管理令別表第１の１の項の中欄に掲げる貨物（核兵器

等に該当するものを除く。）の開発、製造又は使用のために用いられるおそ

れがある場合を定める省令 

仲介貿易おそれ省

令 

外国相互間の貨物の移動を伴う貨物の売買、貸借又は贈与に関する取引に

係る貨物が核兵器等の開発等のために用いられるおそれがある場合を定め

る省令 

無償告示 輸出貿易管理令第４条第１項第二号のホ及びヘの規定に基づく経済産業大

臣が告示で定める無償で輸出すべきものとして無償で輸入した貨物及び無

償で輸入すべきものとして無償で輸出する貨物 

文書等告示 輸出貨物が核兵器等の開発等のために用いられるおそれがある場合を定め

る省令第二号及び第三号の規定により経済産業大臣が告示で定める輸出者

が入手した文書等 

核兵器等開発等告

示 

貿易関係貿易外取引等に関する省令第９条第２項第七号イの規定により経

済産業大臣が告示で定める提供しようとする技術が核兵器等の開発等のた

めに利用されるおそれがある場合 

通常兵器開発等告

示 

貿易関係貿易外取引等に関する省令第９条第２項第七号ハの規定に基づく

経済産業大臣が告示で定める提供しようとする技術が輸出貿易管理令別表

第１の１の項の中欄に掲げる貨物（同令第４条第１項第一号イにおいて定

める核兵器等に該当するものを除く。）の開発、製造又は使用のために利用

されるおそれがある場合 

技術仲介おそれ告

示 

貿易関係貿易外取引等に関する省令第９条第２項第六号イの規定により経

済産業大臣が告示で定める提供しようとする技術が核兵器等の開発等のた

めに利用されるおそれがある場合 

運用通達 輸出貿易管理令の運用について 

役務通達 

（えきむつうたつ） 

外国為替及び外国貿易法第２５条第１項及び外国為替令第１７条第２項の

規定に基づき許可を要する技術を提供する取引又は行為について 

提出書類通達 輸出許可・役務取引許可・特定記録媒体等輸出等許可申請に係る提出書類

及び注意事項等について 



キャッチオール規

制通達 

大量破壊兵器等及び通常兵器に係る補完的輸出規制に関する輸出手続等に

ついて 

仲介貿易運用通達 外国為替及び外国貿易法第 25 条第４項の規定に基づき許可を要する外国

相互間の貨物の移動を伴う取引について  

包括許可要領 包括許可取扱要領 

客観要件 核兵器等開発等省令の第一号から第三号又は核兵器等開発等告示の第一号か

ら第三号にあげられている要件のことを指し、用途要件と需要者要件からな

る。 

通常兵器開発等省令、通常兵器開発等告示は、客観要件のうちの用途要件

のみ。 

インフォーム要件 輸出する貨物又は提供する技術が、核兵器等や通常兵器の開発等に用いら

れるおそれがあると経済産業大臣が判断した場合、輸出者に対して、許可

申請の必要がある旨の通知をすること。 

①大量破壊兵器キャッチオール規制に関する場合（輸出令第４条第１項第

三号ロ及び貿易外省令第９条第２項第七号ロ）と②通常兵器キャッチオー

ル規制に関する場合（輸出令第４条第１項第三号ニ及び貿易外省令第９条

第２項第七号ニ）の２つがある。 

用途要件 核兵器等開発等省令の第一号、核兵器等開発等告示の第一号又は通常兵器

開発等省令、通常兵器開発等告示のこと。 

需要者要件 核兵器等開発等省令の第二号、第三号又は核兵器等開発等告示の第二号、

第三号のこと。 

外国ユーザーリス

ト 

文書等告示第二号又は核兵器等開発等告示の別表の第二号に規定されてい

る「経済産業省が作成した文書等」。取引に当たって慎重な対応が求められ

る外国企業・組織のリスト。 

ホワイト国 輸出令別表第３の地域をいう。国際的な輸出管理レジームなどすべてに参加

し、その合意に基づいて、国内法の整備を行い、かつ、大量破壊兵器キャッ

チオール規制を実施している国をいう。 

アルゼンチン、オーストラリア、オーストリア、ベルギー、ブルガリア、

カナダ、チェコ、デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、ギリシ

ャ、ハンガリー、アイルランド、イタリア、大韓民国、ルクセンブルク、

オランダ、ニュージーランド、ノルウェー、ポーランド、ポルトガル、ス

ペイン、スウェーデン、スイス、英国、アメリカ合衆国  

国連武器禁輸国・地

域 

輸出令別表第３の２の地域をいう。アフガニスタン、コンゴ民主共和国、コ

ートジボワール、エリトリア、イラク、レバノン、リベリア、リビア、北朝

鮮、ソマリア、スーダンの１１カ国をいう。 

武器輸出三原則 我が国が独自に行っている武器の輸出に関する規制で、その内容は、「武器

及びその部分品等の輸出について」に示されている。 

輸出管理内部規程 輸出管理に関する外為法等の法令を遵守し、法令違反を未然に防止するため、



取引審査等の一連の業務を規定した内部規程のことをいい、コンプライアン

ス・プログラム（ＣＰ）ともいう。 

大臣通達 「不拡散型輸出管理に対応した輸出関連法規の遵守に関する内部規程の策

定又は見直しについて」として当時の通商産業大臣（現：経済産業大臣）

名で輸出関連団体の長あてに要請した通達（平成６年６月２４日付）をい

う。 

平成１８年３月３日に新たに「安全保障貿易に係る輸出管理の厳正な実

施について」という通達が出され、企業における輸出管理の徹底を求めて

いる。 

リスト規制 国際的な合意等に基づき、通常兵器や大量破壊兵器の開発等に用いられる

おそれの高いもの、具体的には輸出令別表第１（外為令別表）の１から１

５の項で規制されている貨物（技術）を輸出（提供）しようとする場合、

経済産業大臣の許可が必要となる制度。専ら機能・仕様（スペック）に着

目した規制。 

キャッチオール規

制 

大量破壊兵器キャッチオール規制と通常兵器キャッチオール規制の両方の

概念を含む総称。専ら需要者及び用途に着目した規制。リスト規制を補完

するという意味で、補完的輸出規制ともいう。 

明らかガイドライ

ン 

核兵器等開発等省令第二号、第三号のかっこ書（輸出しようとする貨物の

用途並びに取引の条件及び態様から、当該貨物が核兵器等の開発等及び別

表に掲げる行為以外のために用いられることが明らかなとき）又は核兵器

等開発等告示の第二号、第三号にあたるかを判断するために、「大量破壊兵

器等及び通常兵器に係る補完的輸出規制に関する輸出手続等について」の

１の（６）で「輸出者等が「明らかなとき」を判断するためのガイドライ

ン」として定められている判断基準。 

懸念貨物例・貨物例 「大量破壊兵器等及び通常兵器に係る補完的輸出規制に関する輸出手続等

について」（キャッチオール規制通達）の１の（３）１）で「核兵器等の

開発等に用いられるおそれの強い貨物例」として４０品目が規定され、用

途・需要者の確認を慎重に行う必要がある。 

 平成２４年８月１３日から、シリア向けに生物・化学兵器関連の貨物が

追加され、平成２５年１０月に１２品目になった。 

また、同じく平成２５年１０月から、キャッチオール規制通達の１の（３）

２）として、「通常兵器の開発、製造若しくは使用に用いられるおそれの

強い貨物例」として、新たに３４品目が規定された。 
 




